
 
 
 
 
 
 
 

全養協通信
ＮＯ. ２１8

                         「全養協通信」は、全養協

国の動き  

 

１．子ども手当・父子家庭への児童扶養
～厚労省 全国厚生労働関係部局長会議・児童

 
 厚生労働省は、１月１４・１５日に全国厚生労働関係部局

祉主管課長会議を開催し、平成２２年度の子ども家庭福祉施

設、父子家庭への児童扶養手当の支給等を説明しました。 

 社会的養護に関連した項目では、現在策定中の「子ども・

社会的養護体制の充実がはかられるよう数値目標をあげるこ

検討について、今後さらに詳細な集計・分析をすすめ、施設

などがあげられています。 

 詳しくは、別添の「全国厚生労働関係部局長会議（厚生分

 なお、２２年度予算にかかる児童福祉関連施策の概要（措

等）は、今後２～３月に開催される全国家庭福祉施策担当係

 

◆子ども手当の創設について（平成２２年度予算）

（１）中学校修了までの児童を対象に、１人につき月額１３

（２）所得制限は設けない。 

（３）支給事務の主体は市区町村（公務員については所属庁

（４）支払月は６月、１０月、２月。 

（５）子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手

分については、児童手当法の規定に基づき、国、地方

の費用については、全額を国庫が負担。（公務員につい

（６）児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金を

（７）子ども手当を市町村に寄附できる仕組みを検討中。 

 

◆父子家庭への児童扶養手当の支給について 

ひとり親家庭に対する自立を支援するため、父子家庭の父

   ・補助率   国１／３   都道府県等 ２／３ 

   ・対象者数  父子家庭  約１０万世帯 

          母子家庭  約９７万世帯 ２１年３

   ・支給額（児童１人の場合） 全部支給  ４１，７

                 一部支給  ４１，７

   ・児童扶養手当は、４月、８月、１２月を支払期月と
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当を支給している。父子家庭への支給は平成２２年８月施行を予定しているため、平

成２２年度は、１２月に８月から１１月までの４か月分を支払うこととなる。 

   ・所得制限は母子家庭の場合と同様。 

 

◆経済対策（保育サービスの拡充）の概要 

安心こども基金に 200 億円の積み増しを行い、待機児童解消のために、地域の余裕スペース

（学校、公営住宅、公民館等）を活用して、 

  ａ．認可保育所の分園等を設置する場合（賃貸物件を含む）   

  ｂ．家庭的保育の実施場所を設置する場合（賃貸物件を含む） 

 において、補助基準額及び補助率の引き上げを行う。 

  （参考）補助率の引き上げの内容 

  待機児童解消のための定員純増整備の条件に基づき補助率を適用する。 

   ａ の場合：国 1/2、市町村 1/4、設置者 1/4 → 国 2/3、市町村 1/12、設置者 1/4 

   ｂ の場合：国 1/2、市町村 1/2         → 国 2/3、市町村 1/3 

  また、純増定員の算定においては、今回の取組による定員（受け入れ）枠も含めて合算でき

ることとする。上記の措置に伴い、従来の安心こども基金における「小学校内等の教材等の保

管場所として使用されている空き教室等を保育所分園として使用するための改修等の補助」は

廃止する。 

 

◆子ども・子育てビジョン（仮称）子ども子育て応援プランの見直し 

内閣府のもとで、「子ども・子育て応援プラン」の見直しを行う。1月末策定予定。市町村にお

ける後期行動計画の策定にかかる潜在ニーズ調査と数値目標を踏まえて、作業を行っている。固

めに計画を策定している市町村が多いが、安心こども基金の活用をしていただいて、促進をお願

いする。 
 

 

２．児童虐待防止のための親権制度研究会・報告書を公表 
～ 法相・法制審議会に制度の見直しを諮問予定 ～ 

 

◆平成19年の改正法施行3年以内に、親権制度の見直しを規定 

 児童の安全確認等のための立入調査等の強化、保護者に対する面会・通信等の制限の強化、保

護者に対する指導に従わない場合の措置の明確化等を定めた「児童虐待の防止等に関する法律及

び児童福祉法の一部を改正する法律」（以下「改正法」）が、平成19年6月に施行されました。 

 この改正法では、法律施行後 3 年以内に「児童虐待の防止等を図り、児童の権利利益を擁護す

る観点から親権に係る制度の見直しについて検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ず

るもの」としています。法務省では、昨年 6 月から標記研究会を設置し、親権制度の見直しにか

かわる検討を進めてきたところで、このたび報告書が公表されました。 

 

◆法相、2月の法制審議会に見直しを諮問予定 

 本報告書をふまえ、千葉景子法相は 1 月 5 日の記者会見で、2 月に開催される予定の法制審議

会に親権制度の見直しを諮問するとともに、平成 23 年の通常国会で民法等の改正をめざすこと

を明らかにしました。 
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◆全養協、特別委員会で検討 

 全養協では、2 月 8 日の特別委員会で、報告書の内容と児童養護施設に及ぼす影響、施設長の

課題等について検討を進める予定です。 

 
 

「児童虐待防止のための親権制度研究会報告書」は下記ホームページに掲載されています。 

（法務省ホームページ）  http://www.moj.go.jp/MINJI/minji191.html
 

 

 

全養協の動き  

 

３．「全国児童養護施設協議会倫理綱領」（第1次案）への 

意見を募集します！ 
 
 全養協では、全国の児童養護施設に携わる役職員が、よりよい子どもへの養育をおこなうため

に、その価値・原則・使命をまとめた「全国児童養護施設協議会倫理綱領」（以下「倫理綱領」）

を策定することとし、このたび第 1次案を公表し、広く児童養護施設関係者の意見を募集するこ
とといたしました。 
 今後、みなさんからいただいた意見をふまえて再度内容を検討し、平成 22年 11月に岡山県で
開催予定の「第64回全国児童養護施設長研究協議会」で倫理綱領を発表する予定です。 
倫理綱領を充実した内容で策定するため、第１次案にみなさんの意見をお寄せください。意見

募集用紙は全養協ホームページに掲載していますので、用紙に必要事項を記入のうえ、FAX、郵
送、Eメールで、平成22年2月28日（日）までに意見をお寄せください。 
みなさんからの積極的なご意見をお待ちしています。 

 

全養協ホームページ   http://www.zenyokyo.gr.jp 
 

 

４．株式会社 ジャパンエナジー（ＪＯＭＯ）に感謝状を贈呈 
（1月19日） 

 全国児童養護施設協議会ならびに全国母子生活支援施設協議会（全母協）は、平成 22 年１月

19 日に株式会社 ジャパンエナジー（本社：東京都港区虎ノ門二丁目、松下功夫社長）に感謝状

を贈呈しました。 

 これは、同社が40年にわたって実施している 

「ＪＯＭＯ童話賞」にもとづく寄付活動が、児童 

養護施設、母子生活支援施設の進学をめざす子ど 

もたちの支援に多大な貢献をいただいていること 

に、あらためて感謝の意を表したものです。 

 当日は、本会 中田 浩会長および全母協 兜森  

和夫会長が、同社 横小路 喜代信 ＣＳＲ推進部 

長に感謝状を手渡すとともに、御礼のことばを 

申し述べました。 

                  ジャパンエナジー・横小路ＣＳＲ推進部長に 

感謝状を手渡す、全養協中田浩会長 
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お知らせ  
 

５．ＪＯＭＯ奨学助成を活用ください 
～ 申請締切は3月8日（月）、他奨学制度との併用も可能です。～ 

 

「JOMO 児童養護施設・母子生活支援施設・里親家庭 奨学助成」は、株式会社ジャパンエナジー

（JOMO）からの寄付金をもとに、平成１５年より実施しているものです。 
 この６年間で、児童養護施設を退所して進学した児童１，１２５名、母子生活支援施設を退所

して進学した児童２９１名、里親家庭の児童１３７名、合計１，５５３名に奨学金（１０万円）

を支給しました。 
 なお、各種の奨学助成制度とＪＯＭＯ奨学助成は併用できますので、あわせて活用してくださ

い。 募集要項等は全養協ホームページに掲載しています。 
申込締切は平成２２年３月８日（月）必着です。 
 
 

６．平成２２年度「児童福祉週間」の標語を決定 
 

 国では、子どもや家庭、子どもの健やかな成長について国民全体で考えることを目的に、毎年

5 月 5 日の「こどもの日」から１週間を「児童福祉週間」と定めて、児童福祉の理念の普及・啓

発のための各種事業・行事を行っています。 

 例年、児童福祉週間事業の一環として、厚生労働省、全国社会福祉協議会、こども未来財団の

主唱により、児童福祉の理念を広く啓発する標語を全国募集しています。このたび 7,646 作品の

応募から、今回より学識者等にも委員を拡大した選考委員会において選考の結果、平成 22 年度

の標語を次のように決定しました。 

 

 

      最優秀作品（１作品） 

「地球はね 笑顔がつまった 星なんだ」 

（宇野 絢子（うの あやこ）さん １１歳 滋賀県） 

 

 

 最優秀作受賞者については、平成 22 年度児童福祉週間の中央行事「こいのぼり掲揚式」（平

成 22年 4月 26 日[月]（予定）・厚生労働省正面玄関広場）において、厚生労働大臣表彰を行う

予定です。 
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